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特許庁特定行政文書取扱規程 
 
                                平成１３年 １月 ６日 
                                ２００１０１０６秘書１ 
                             改正 平成１３年 ４月 １日 
                                ２００１０３２３秘書１ 
                             改正 平成１６年１０月 １日 
                              ２００４０９１７秘書００１ 
                                     改正 平成１７年１０月 １日 
                              ２００５０９２７秘書００１ 
                             改正 平成１９年 ６月 １日 
                              ２００７０５２９秘書００１ 

改正 平成２２年１１月 １日 
２０１０１０２５秘書１ 

                             改正 平成２３年 ４月 １日 
                                ２０１１０８２５秘書１ 
                                                          改正 平成２４年１０月１７日 

                                ２０１２１００１秘書４ 
                                                          改正 平成２５年 ７月 １日 

                                ２０１３０６２４秘書１ 
                                                          改正 平成２７年 ７月 １日 

                                ２０１５０６２５秘書２ 
                                                          改正 平成２８年 ４月 １日 

                                ２０１６０３３０秘書２
改正 平成３０年 ９月 ３日 

                                ２０１８０８２２秘書１
改正 令和 元年 ５月１３日                          

２０１９０５１０秘書１ 
改正 令和 元年 ６月２７日 

２０１９０６２４秘書２ 
改正 令和 ２年 ２月 ３日 

２０２００１２８秘書３ 
改正 令和 ２年１０月３０日 

２０２０１０２１秘書１ 
 

 
 
 
                                  特   許   庁 
 
 
特許庁特定行政文書取扱規程を次のように制定する。 
 
   第１章 総則 
 （目的） 
第１条 この規程は、特許庁における特定行政文書の接受、発送その他の取扱いに関して必要な 

事項を定め、もって行政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、特許庁の有するその
諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるようにすることを目的とする。 

 
 （適用） 
第２条 特許庁における特定行政文書の取扱いについては、この規程に定めるもののほか、特許 

庁行政文書管理規則（20110317 特許 1。以下単に「管理規則」という。）その他別に定めると
ころによる。 

 
 （定義） 
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第３条 この規程における用語の定義は、管理規則に定義するもののほか、次のとおりとする。 
 (1) 「特定行政文書」とは、保存期間を１年以上とすべき行政文書であって、法令の制定、  

改廃その他法令の規定に基づいて行われる事務又は事業の処理のために作成し、又は取得し  
たもの及びこれに類するもののうち、別表第１に定めるものをいう。 

 (2) 「接受」とは、特許庁外から送達された特定行政文書が主管の部課（総務部各課、審査  
業務部、審査部（審査第一部、審査第二部、審査第三部及び審査第四部をいう。以下同じ。）
及び審判部をいう。以下同じ。）に到達し、了知可能な状態に置かれたものを担当官が受領
することをいう。 

 (3) 「決裁」とは、特許庁決裁規程（20010106 特許 14。以下「決裁規程」という。）第３条  
第４項に定める決裁をいい、「決裁文書」とは、特許庁の意思決定の権限を有する者が押印、
署名又はこれらに類する行為を行うことにより、その内容を特許庁の意思として決定し、又
は確認するために起案した行政文書をいう。 

 (4) 「公印」とは、経済産業省公印取扱規程（平成 13･01･06 シ第１号。以下「公印規程」と  
いう。）に定める公印をいう。 

 (5) 「発送」とは、特定行政文書を特許庁から特許庁外に送達することをいい、「送付」と  
は、特定行政文書を特許庁内部課に送達することをいう。 

 (6) 「文書番号」とは、特定行政文書に付する番号をいい、種類は省番、庁番、部番、特人  
番、行服特許番及び閣経済特番とする。 

 
 （文書取扱主任等） 
第４条 部課にそれぞれ文書取扱主任及び文書取扱副主任を置く。 
２ 文書取扱主任は、この規程の定めるところに従い、その部課における文書等（文書、図面及 

び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方
式で作られた記録をいう。）をいう。以下同じ。）の接受、進達、施行その他の特定行政文書
に係る事務をつかさどる。 

３ 文書取扱副主任は、文書取扱主任を補佐し、その部課における文書等の接受、進達、施行そ 
の他の特定行政文書に係る事務を行う。 

４ 文書取扱主任及び文書取扱副主任は、総務部各課にあっては各課長の定める者、審査業務部 
にあっては審査業務課長の定める者、審査部にあっては調整課長の定める者及び審判部にあっ 
ては審判課長の定める者をもって充てる。 

５ 秘書課に官報報告主任を置き、官報掲載に関する事務を処理する。 
６ 官報報告主任は、秘書課長をもって充てる。 
 
 （帳簿） 
第５条 部課ごとに別表第２の特定行政文書の区分に応じた様式第１の受付簿及び様式第２の決 

裁簿を備え、別表第２の部番文書に係るものについてはそれぞれの部課の文書取扱主任が、行
服文書に係るものについては総務課の文書取扱主任が、それ以外のものについては秘書課の文
書取扱主任が、これを管理するものとする。 

２ 前項の受付簿及び決裁簿は、文書管理システム上に調製するものとする。 
３ 秘書課に、第１項の受付簿・決裁簿のほか、次に掲げる帳簿を備え、秘書課の文書取扱主任 

がこれを管理するものとする。 
 (1) 様式第３の転送簿 
 (2) 様式第４の進達簿 
 (3) 様式第５の官報掲載簿 
 
   第２章 文書等の接受 
 （文書等の受付） 
第６条 到達文書（郵送、省庁間電子文書交換システムその他の方式により特許庁に到達した文 

書等をいう。以下同じ。）は、原則として秘書課において受付の事務を行う。ただし、文書等
が直接部課に到達したときは、当該部課がこれを行うものとする。 

２ 公印保管責任者は、省庁間電子文書交換システムその他認証システムを用いた電子文書の送 
受信を行うために利用する認証用カードの適切な使用、保管その他の管理について留意しなけ 
ればならない。 

 
 （文書等の送付） 
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第７条 秘書課で受付の事務を行った到達文書については、直ちに主管の部課に送付するものと 
する。この場合において、名あて人が特許庁長官であるもの又は特許庁があて先であるものに
ついては、当該到達文書を開封し、転送簿に記入した上で送付するものとする。 

２ 名あて人が不明なものその他の前項に規定する到達文書以外の到達文書については、これを 
受け付けないものとする。 

３ 第１項の規定により到達文書の送付を受けた部課の文書取扱主任は、当該到達文書の内容を 
確認した上で速やかに主管の部課の文書管理担当者にこれを送付し、当該文書管理担当者は直 
ちにこれを担当官に送付しなければならない。 

４ 親展その他これに準ずる個人を名あて人とする到達文書については、開封しないものとする。 
５ 部課は、その主管に属しない到達文書の送付を受けたときは、その旨を付記して、直ちにこ 

れを秘書課に回付しなければならない。 
６ 秘書課は、次に掲げる場合には、当該到達文書を返却し、転送し、又は否認通知を発信者に 

発送するものとする。 
 (1) 到達文書が特許庁の所掌に属さないものであるとき。 
 (2) 前項の規定により到達文書の回付を受けたとき。 
 (3) 形式が不備である到達文書を受け付けたとき。 
７ 第４項及び前項（(1)及び(2)に掲げる場合に限る。）の規定は、前条第１項ただし書の規定 

により部課が直接文書等を受け付けたときに準用する。 
 
 （文書番号の取得等） 
第８条 担当官は、特定行政文書（第２１条に定める特定行政文書を除く。以下本条において同

じ。）の送付を受けて接受するときは、直ちに文書番号を取得しなければならない。 
２ 前項の場合において、文書番号は別表第２のとおりとし、文書管理システムにより取得する 

ものとする。ただし、文書管理システムが事故等により稼働を停止し復旧の見込みが立たない
場合における文書番号は、秘書課長が定める。 

３ 文書取扱主任は、自らが管理する第５条第１項の受付簿及び決裁簿に係る特定行政文書につ
いて、取得した文書番号を返却する場合又は取得した文書番号の変更をする場合には、当該受
付簿及び決裁簿から当該文書番号を抹消する。ただし、決裁文書については、担当官が文書取
扱主任の了解を得たうえで、決裁が終了するまでの間において当該文書番号を抹消する。 

 
 （接受の特例） 
第９条 申請書、報告書その他の到達文書について、業務上定型的に処理することが適切なとき 

は、主管の文書管理者は、あらかじめ、当該到達文書の接受の方法について、秘書課長の承認
を得て、特別な取扱いをすることができる。 

２ 秘書課長は、前項の規定により到達文書の接受の方法について特別な取扱いが行われている 
場合において、当該主管の文書管理者に対して 、必要に応じ、その方法について指示を行うこ
とができる。 

 
 （金銭等添付文書の取扱い） 
第１０条 金銭、印紙、物品等が添付された特定行政文書の送付を受けた担当官は、その特定行 

政文書の欄外に金額、添付物、種類等を記入し、押印しなければならない。 
２ 担当官は、送付を受けた特定行政文書が印紙を貼付したもの（以下この条において「印紙貼 

付文書」という。）である場合には、その印紙が収受すべきものであることを確認し、その上
で、当該印紙貼付文書の紙面と当該印紙の彩紋の双方にかかるように鮮明に消印を押し、又は
当該印紙に穴を開けなければならない。 

３ 担当官は、当該部課に帳簿を備えて、印紙貼付文書の処理状況を明らかにしておかなければ 
ならない。 

 
   第３章 決裁文書の作成等 
 （作成の原則） 
第１１条 担当官は、特定行政文書である到達文書の処理又は発議に当たり、決裁を求めようと 

するときは、文書管理システム上の様式第６の起案用紙に従い、起案しなければならない。 
２ 到達文書の処理に関する起案は、止むを得ない事情その他特別な理由がない限り、原則とし 

て、当該到達文書の送付を受けた日から５日以内にしなければならない。 
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 （決裁文書等の文書番号） 
第１２条 到達文書の処理に係る決裁文書の文書番号は、第８条第１項の規定により取得した文 

書番号と同一とし、この処理に伴う施行文書に付する文書番号についても同一とする。 
２ 発議に係る決裁文書を作成しようとするときは、直ちに文書番号を取得しなければならない。 

この場合において、文書番号は別表第２のとおりとし、文書管理システムにより取得するもの
とする。ただし、文書管理システムが事故等により稼働を停止し復旧の見込みが立たない場合
における文書番号は、秘書課長が定める。 

３ 前項の発議に係る決裁文書の処理に伴い作成される施行文書については、当該決裁文書の文 
書番号と同一の文書番号を付するものとする。 

４ 施行文書が省令番号、告示番号その他特別の番号を付する必要があるものであるときは、前 
３項の規定を適用しない。 

 
 （作成方法等） 
第１３条 決裁文書を作成するときは、文書管理システムにより作成するものとする。 
２ 決裁文書のうち、施行後さらに同一の文書番号により起案を要するもの（官報正誤の決裁文 

書を除く。）又は第２１条に規定する特定行政文書を求めるものについては、未完結と表記す
るものとする。 

３ 前項の決裁文書を除き、決裁文書には完結と表記しなければならない。 
４ 決裁文書のうち、官報掲載を要するもの又は例規となるものについては、それぞれ官報掲載 

又は例規と表記するものとする。 
 
 （合併処理する起案） 
第１４条 同一の内容の２以上の特定行政文書を合併し、一括して処理することが適当である決 

裁文書を作成しようとするときは、当該起案用紙の文書番号欄にその合併しようとする特定行 
政文書の最初の文書番号を、備考欄に合併と表記し、かつ、当該文書番号以外の文書番号を表
記するものとする。 

 
 （特別な処理を要する起案） 
第１５条 決裁文書の処理について、緊急を要する場合には、文書管理システムにおける起案メ 

ニューの文書属性において、緊急性を高とする。また文書管理システムにより起案用紙を出力
したときは、当該起案用紙の備考欄に緊急と表記し、その旨が明らかになるようにしなければ
ならない。 

２ 施行文書のうち、その施行の施行日、方式、発送方法その他の事項について特別な取扱いを 
要するものは、あらかじめ、その施行文書に係る起案用紙の決裁終了後追記事項欄にその旨表
記し、決裁終了後は同欄に必要な事項を記載しなければならない。 

 
 （供覧等） 
第１６条 担当官は、特定行政文書のうち、届出書、報告書その他これに類する到達文書を処理 

しようとするときは、文書管理システムによる供覧その他の周知方法によりこれを行うものと 
する。この場合において、担当官は、主管の文書管理者その他当該処理に関係する者に到達文
書の内容を適切に周知するよう努めなければならない。 

 
   第４章 施行 
 （公印の押印等） 
第１７条 主管の部課の担当官は、施行文書について、公印の押印その他施行のための処理（以 

下「施行処理」という。）を受けようとするときは、文書管理システムにより、施行先等を記
録し、当該施行文書を、別表第２の特定行政文書の区分に応じ、秘書課又は主管の部課の文書
取扱主任に提出し、当該文書取扱主任又は文書取扱副主任の校閲を受けなければならない。 

２ 担当官は、前項の規定による施行処理が省番文書に係るものであるときは、当該施行文書に 
原議を添えて、秘書課の文書取扱主任又は文書取扱副主任の校閲を受けた後、進達簿に記入した上
で経済産業省大臣官房情報システム厚生課の文書取扱主任に施行処理を求めなければならない。 

３ 第１項の規定による施行文書は、当該文書取扱主任又は文書取扱副主任が校閲した後確認し、 
当該文書取扱主任が指名した者が公印を押印するものとする。 

４ 秘書課又は主管の部課の文書取扱主任は、施行文書の施行処理を終えたときは、文書管理シ 
ステムにより、施行日及び押印日等を記録しなければならない。 
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５ 前項の決裁文書の処理が、起案用紙を文書管理システムにより出力して行われたときは、起 
案用紙の施行日欄にその施行日を表記しなければならない。 

６ 公印の形式、種類、寸法その他公印に関する管理については、公印規程に定めるところによ 
る。 

 
 （公印の押印等の特例） 
第１８条 特許庁内に送付する施行文書及び特許庁から特許庁以外の経済産業省、資源エネルギ

ー庁又は中小企業庁へ発送、送付又は保存する施行文書の施行処理は、特段の事情を有する場
合を除き、公印の押印又は電子署名を省略することができるものとする。 

２ 他の行政機関、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第
１項に規定する独立行政法人をいう。）、特殊法人（法律により直接に設立された法人又は特
別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総務省設置法（平成１１年
法律第９１号）第４条第１項第９号の規定の適用を受けるものをいう。）、地方公共団体又は
地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定す
る地方独立行政法人をいう。）等に発送する施行文書の施行処理は、当該施行文書の施行が法
令に根拠を有さないものである場合その他特段の事情を有するものである場合にあっては、公
印の押印又は電子署名を省略することができるものとする。 

３ 海外の国又は地域に対して発送する施行文書及びこれに類するものの施行処理は、公印の押 
印に代えて公印に係る組織の長の本人自筆の署名をもって、これを行うことができるものとす 
る。 

４ 文書取扱主任が指名した職員は、他の行政機関の長が定める文書等の管理に関する規程等に 
基づき契印を押印する必要がある場合その他特別の理由がある場合には、契印を押印するもの 
とする。 

５ 第２２条で承認された一元的な文書管理システム以外の情報システムを用いて行う施行文書
の施行処理について、当該施行文書の真正性を確認できることにつき事前に政策調整官（総務
課長）の承認を得た場合には、公印の押印又は電子署名を行わないことができるものとする。 

６ 前５項に掲げるもののほか、公印の押印に関する特例については、公印規程に定めるところ
による。 

 
 （官報掲載の手続） 
第１９条 担当官は、省令、告示その他の官報に掲載する必要がある事項について決裁されたと 

きは、官報に掲載すべき事項についてその原稿（以下この条において「官報原稿」という。）
を作成し、誤記の有無その他官報の掲載に際して注意すべき事項を確認した上で、当該官報原
稿３部に当該事案に係る決裁文書を添えて、官報報告主任に送付しなければならない。 

２ 官報報告主任は、前項の規定により官報原稿の送付を受けたときは、速やかに官報掲載につ 
いての事務処理を行うものとする。 

３ 官報報告主任は、前項の規定により処理された官報原稿が官報に掲載されたことを確認した 
ときは、官報掲載簿に当該官報に掲載された日及び当該官報の番号を表記するものとする。 

４ 担当官は、官報原稿が官報に掲載されたときは、当該決裁文書の内容と官報に掲載された内 
容を照合し、誤りがあった場合には第１項及び第２項に規定する手続の例により、正誤掲載の
手続を行わなければならない。 

 
   第５章 発送及び保存 
 （特定行政文書の発送） 
第２０条 特許庁から発送すべき特定行政文書は、原則として秘書課において発送の事務を行う 

ものとする。ただし、省庁間電子文書交換システムその他電子的方式により発送するものにつ
いては、それぞれ主管の部課の文書管理担当者が、名あて人、発信名義その他必要な事項につ
いて確認した上で発送の事務を行うものとする。 

２ 郵便により発送しようとする場合には、差出表又は郵便料金計器に基づきこれを行い、使送 
により発送しようとする場合には、書留扱い又は投込みの方法によりこれを行うものとする。 

 
 （未完結処理に係る送達された特定行政文書） 
第２１条 特許庁から発送した申請書、協議書、依頼書、照会書その他受信者からの回答を求め 

るための施行文書に係る受信者から送達された特定行政文書は、当該事案に関する決裁文書と 
併せて保存するものとする。 
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第６章 補則 

（一元的な文書管理システム以外の情報システムの利用） 
第２２条 次に掲げる要件を満たすものとして政策調整官（総務課長）の承認を得た場合には、

一元的な文書管理システム以外の情報システム（経済産業省情報セキュリティ管理規程第２条
第１４号に規定する情報システムをいう。以下、この条において同じ。）を用いて、第５条、
第６条、第８条及び第１１条から第２１条までに規定する事務を行うことができる。 
（１）経済産業省情報セキュリティ管理規程、経済産業省情報セキュリティ対策基準及び政府

機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群を遵守していること 
（２）当該情報システムを用いることで、一元的な文書管理システムの機能を代替可能である

と認められること 
 
 （規程の細目及び運用） 
第２３条 この規程を実施するために必要な事項は、秘書課長が定める。 
 
  附 則（20010106 秘書 1） 
 この規程は、平成１３年１月６日から施行する。 
  附 則（20010323 秘書 1） 
１ この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 
２ この規程の施行前に文書番号を取得した文書については、なお、従前の例による。 
  附 則（20040917 秘書 001） 
 この規程は、平成１６年１０月１日から施行する。 
  附 則（20050927 秘書 001） 
 この規程は、平成１７年１０月１日から施行する。 
  附 則（20070529 秘書 001） 
 この規程は、平成１９年６月１日から施行する。 
  附 則（20101025 秘書 1） 
 この規程は、平成２２年１１月１日から施行する 
  附 則（20110825 秘書 1） 
 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 
  附 則（20121001 秘書 4） 
 この規程は、決裁完了日から施行する。 
  附 則（20130624 秘書 1） 
 この規程は、平成２５年７月１日から施行する。 
  附 則（20150625 秘書 2） 
 この規程は、平成２７年７月１日から施行する。 
  附 則（20160330 秘書 2） 
 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 
  附 則（20180822 秘書 1） 
 この規程は、平成３０年９月３日から施行する。 
  附 則（20190510 秘書 1） 
 この規程は、令和元年５月１３日から施行する。 
  附 則（20190624 秘書 2） 
 この規程は、令和元年６月２７日から施行する。 
  附 則（20200128 秘書 3） 
 この規程は、令和２年２月３日から施行する。 
  附 則（20201021 秘書 1） 
 この規程は、令和２年１０月３０日から施行する。 
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別表第１（第３条第１号関係） 
 
 １ 法律又は政令の制定、改正又は廃止その他の案件を閣議にかけるための決裁文書 
  （１）条約その他の国際約束の署名又は締結のための決裁文書 
    （２）法律又は政令の制定又は改廃のための決裁文書 
  （３）国会議員の質問趣意書及びこれに対する答弁を提出するための決裁文書 
    （４）議院で採択された請願書及びこれを処理するための決裁文書 
  （５）国会法第５７条の３に規定する内閣意見の決定をするための決裁文書 
  （６）その他の案件を閣議にかけるための決裁文書 
 
 ２ 省令又はその他の規則の制定、改正又は廃止に関する決裁文書 
  （１）省令の制定又は改廃のための決裁文書 
  （２）告示の制定又は改廃のための決裁文書 
  （３）訓令又は通達等例規となるものの制定又は改廃のための決裁文書 
 
 ３ 特別の法律により設置され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人（以下「認  

可法人」という。）の新設又は廃止に関する決裁文書 
 
 ４ 行政手続法（平成５年法律第８６号）第５条第１項の審査基準、同法第１２条第１項の処  

分基準その他の法令の解釈又は運用の基準の決定に関する決裁文書 
  （１）法令の解釈又は運用の基準を決定するための決裁文書 
  （２）条約その他の国際約束の解釈又は運用の基準を決定するための決裁文書 
 
 ５ 行政手続法第２条第３号に規定する許認可等に関する決裁文書 
 
 ６ 法律又はこれに基づく命令により作成すべきものとされる事務及び事業の基本計画書若し  

くは年度計画書又はこれらに基づく実績報告書 
 
 ７ 独立行政法人、特殊法人又は認可法人の業務の実績報告書 
 
 ８ 行政手続法第２条第４号の不利益処分に関する決裁文書 
 
 ９ 訴訟又は不服申立てに関する決裁文書 
  （１）国又は行政機関を当事者とする訴訟に関する決裁文書 
  （２）不服申立てに対する裁決又は決定その他の処分を行うための決裁文書 
 
 １０ 審議会等への諮問及び答申又は建議に関する決裁文書 
 
 １１ 表彰に関する決裁文書 
 
 １２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律に基づく補助金等の交付決定その他補  

助事業の実施に関する決裁文書 
 
 １３ 委託契約の締結その他委託事業の実施に関する決裁文書 
 
 １４ 公印の制定、改正又は廃止に関する決裁文書 
 
  １５ 国立公文書館等への文書等の移管に関する決裁文書 
 
 １６ その他法令の規定に基づいて行われる事務又は事業の処理のために作成し、又は取得す  

る行政文書 
  （１）法令の規定に基づく公示その他公表に関する決裁文書 
  （２）法令の規定に基づく命令又は指導若しくは助言に関する決裁文書 
  （３）法令の規定に基づく他省庁等との協議に関する決裁文書 
  （４）各号に掲げるもののほか、法令の規定に基づいて行われる事務又は事業の処理のため    
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の決裁文書 
  （５）法令の規定に基づく申請書、通知書、協議書、依頼書、回答書、届出書、報告書その    

他これに類する行政文書 
 
 １７ 前各項に掲げるもののほか、特許庁の所管行政に係る意思決定又は確認を行うための行   

政文書であって、次の各号に掲げるもの 
  （１）後援名義の使用を承認するための決裁文書 
  （２）私費出版の承認を行うための決裁文書 
  （３）便宜供与を依頼するための決裁文書 
  （４）官報正誤を行うための決裁文書 
  （５）通知、協議、照会、依頼、回答その他これに類する行為を行うための決裁文書（法令    

の規定に基づいて行われる事務又は事業の処理のために作成するものを除く。）であっ     
て、施行文書への公印の押印を受信者に求められるもの 

  （６）前号に基づき、受信者から送達される行政文書 
  （７）申請書、通知書、協議書、依頼書、回答書、届出書、報告書その他これに類する行政    

文書（前項第５号及び前号に掲げるものを除く。）であって、これを受けて第５号の決
裁文書を作成する必要があるもの 

  （８）施行文書 



 - 9 - 

別表第２（第８条第２項及び第１２条第２項関係） 

 

特 定 行 政 文 書 の 区 分 

 

１ 省番文書 

 

 次に掲げる特定行政文書（閣議請議文書に該当するものを除く。）をい
う。 
（１）発議文書であって、経済産業大臣（ 経済産業省決裁規程（平成 13・

01・06 企第４号）及び特許庁決裁規程により専決処理する場合にあって
はその者）の決裁を受け、施行文書の発信名義を大臣名又は省名とするも
の 

 (２）大臣名又は省あての到達文書であって、大臣（経済産業省決裁規程及
び特許庁決裁規程により専決処理する場合にあってはその者）の決裁を
受け、施行文書の発信名義を大臣名又は省名とするもの 

 (３）大臣名又は省あての到達文書であって、前号以外のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 文書番号は日ごとをもって更新する。その表記は当該番号を取得した西
暦年月日、「特」の文字及び取得した順序による通し番号を並べたものと
し、その表記の方法は、次の例による。 
 
    20130701 特第 1 号 

 

２ 庁番文書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 次に掲げる特定行政文書をいう。（ただし、人事文書及び行服文書に該当
するものを除く。） 
（１）発議文書であって、長官（決裁規程により専決処理する場合にあって

はその者）の決裁を受け、施行文書の発信名義を長官名又は庁名とするも
の 

（２）長官又は庁あての到達文書であって、長官（決裁規程により専決処理
する場合にあってはその者）の決裁を受け、施行文書の発信名義を長官名
又は庁名とするもの 

（３）長官又は庁あての到達文書であって、前号以外のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 文書番号は日ごとをもって更新する。その表記は当該番号を取得した西
暦年月日、「特許」の文字及び取得した順序による通し番号を並べたもの
とし、その表記の方法は、次の例による。 
 
    20130701 特許 1 
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３ 部番文書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 次に掲げる特定行政文書をいう。（ただし、人事文書に該当するものを除
く。） 
（１）発議文書であって、部の長又は総務部各課の長（決裁規程により専決

処理する場合にあってはその者）の決裁を受け、施行文書の発信名義を部
の長名若しくは部名又は総務部各課の長名若しくは総務部各課名とする
もの 

（２）部の長若しくは部あて又は総務部各課の長若しくは総務部各課あ 
ての到達文書であって、部の長又は総務部各課の長（決裁規程により専決
処理する場合にあってはその者）の決裁を受け、施行文書の発信名義を部
の長名若しくは部名又は総務部各課の長名若しくは総務部各課名とする
もの 

（３）部の長若しくは部あて又は総務部各課の長若しくは総務部各課あ 
ての到達文書であって、前号以外のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  文書番号は日ごとをもって更新する。その表記は当該番号を取得した西
暦年月日、部課を代表する２字及び取得した順序による通し番号を並べた
ものとし、その表記の方法は、次の例による。 
 
  総務部総務課       20130701 総務 1 
     秘書課       20130701 秘書 1 
     会計課       20130701 会計 1 
   企画調査課       20130701 企調 1 
    普及支援課       20130701 普及 1 
   国際政策課       20130701 国政 1 
     国際協力課       20130701 国協 1 
   審査業務部       20130701 審業 1 
   審査第一部 

 
 

     審査第二部 
   審査第三部 

  
   20130701 審査 1 

 

 
   審査第四部 

 

         審判部       20130701 審判 1    
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４ 人事文書 

 

 

 人事に関する特定行政文書をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 文書番号は日ごとをもって更新する。その表記は当該番号を取得した西
暦年月日、「特人」の文字及び取得した順序による通し番号を並べたもの
とし、その表記の方法は、次の例による。 
 
    20130701 特人 1 

 

５ 行服文書 

 

 行政不服審査法に基づく審査請求に関する特定行政文書をいう。  

 

 

 

 

 

 

 

 文書番号は日ごとをもって更新する。その表記は当該番号を取得した西
暦年月日、「行服特許」の文字及び取得した順序による通し番号を並べた
ものとし、その表記の方法は、次の例による。 
 
    20130701 行服特許 1 

 

６  閣議請議文 
書 

 

 次に掲げる特定行政文書をいう。 
（１）発議文書であって、大臣等の決裁を受け、当該事案を処理するために

大臣名により閣議を求める必要があるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 文書番号は日ごとをもって更新する。その表記は当該番号を取得した西
暦年月日、「閣経済特」の文字及び取得した順序による通し番号を並べた
ものとし、その表記の方法は、次の例による。 
 
    20130701 閣経済特第 1 号 
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様式第１（第５条第１項関係） 
 受付簿 

 

 受付日 

 

 文書番号 

 

 件 名 

 

受付担当者 

 

 管理担当課・係 

 

 受信区分 

 

 処理状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
様式第２（第５条第１項関係） 
 決裁簿 

 

 起案日 

 

 文書番号 

 

  件 名 

 

 担当者 

 

 起案担当課・係 

 

 決裁種別 

 

 処理状況 
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様式第３（第５条第３項第１号関係） 
 転送簿 

 

月日 

 

  あて先  

 

  書類番号   

 

 摘  要  

 

  差出元   

 

 受領者印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
様式第４（第５条第３項第２号関係） 
 進達簿 

 

 進達月日  

 

 

  文書番号    

 

 件名  

 

 

受領者印 

 

 

 主管部課 
 送付月日  

 

 受領者印  
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様式第５（第５条第３項第３号関係） 
 官報掲載簿 

 

送 付 状
日付 

 

掲載日 

 

 

区分 

 

 

掲載番号 

 

 

共管省
庁名 

 

 件 名  

 

原稿
枚数 

 

備 考 

 

 

起案文書
番号 

 

担当
課室 

 

官報
正誤 

 

内線・
担当者 
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様式第６（第１１条第１項関係） 
 起案用紙 
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様式第６（第１５条第２項関係） 

 

 

 

決

裁 

終

了

後

追

記

事

項

欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


